公務員共済年金の職域部分廃止に伴う措置について総務・財務大臣政務官交渉－10/30

－未裁定過去分の遺族年金の水準は一定の経過措置を講じた上で、給付見直し－

　公務労協は10月30日15時半から、公務員共済年金の職域部分廃止に伴う措置に係わって、稲見総務大臣政務官・柚木財務大臣政務官と交渉を実施した。交渉には、吉澤事務局長をはじめ各構成組織の書記長らが参加した。

　はじめに、吉澤事務局長が「退職給付に係る課題について、今日の議論がギリギリのタイミングと認識している。われわれとの交渉・協議で決着をしていくのが前提であることから、それだけに今日の議論は大変重要だということを強調させていただく」と述べ、次の３点について見解を質した。

(1) 官民較差の職域部分に関して、８月８日に園田内閣府大臣政務官（当時）を含む４大臣政務官に要求書の提出を含めて問題点を指摘し、交渉を行った。10月15日に総務・財務省の両担当課長から非公式に説明があったが、その前に一部マスコミに情報が流れ、10月26日に閣議決定するという話もあった。あまりにも乱暴であり、しっかり釈明を求める。

(2) 政府案は公務上障害・遺族年金は労使折半となっているが、100％使用者責任であるのが原理原則と考えている。何故折半なのか改めて説明をいただきたい。決して納得できない。

(3) 遺族年金の問題は、未裁定については職域部分での扱いなので、今の職域の制度で公平に措置するのが原理原則であると承知している。新しい制度が1/2だからといって、未裁定分も同様の扱いというのも決して納得できない。

　これに対し、柚木政務官は「これまでの交渉は、政府として重く受け止めている。ただいま指摘のあった２点は、いずれも国共済・地共済に共通する指摘であり、公務労協との調整は、稲見政務官に窓口を一本化してお願いしているので、政府としての再検討の結果については、稲見政務官から説明する」と述べた。

　続いて、稲見政務官は「政府での法案の一括化の取りまとめが遅れたこともあり、説明・協議が十分ではなかったことを率直にお詫びする。臨時特例法や関連４法案との関係で、十分な労使協議・合意が前提であったが、政府側がそれを踏まえず、大変申し訳ないと思っている。これからも十分な情報・意見交換をしていきたい」と釈明した上で、以下のとおり回答した。

　10月29日の課長交渉を踏まえ、指摘の２点について、改めて政府として検討した結果を伝える。

【公務障害・遺族年金の保険料】

○ 公務障害・遺族年金の保険料については、有識者会議における議論も踏まえ、公務員同士の相互救済という共済年金の目的に立ち返って、労使折半の保険料で対応することとしたものである。

○ 公務上障害・遺族年金を含めた「年金払い退職給付」全体が労使折半の保険料で賄われる国民の理解にも資すると考えている。

○ 民間の企業年金において、公務上障害・遺族年金のような、業務上の障害等に対する年金の上乗せは行われていないことから、国民の理解を得るためにも、労使折半の保険料によることが適当であると考えている。

○ 意見も踏まえて、政府として再検討したところであるが、以上の理由から、公務障害・遺族年金の財源は労使折半の保険料によることが適当であると考えており、理解いただきたい。

【旧職域部分の未裁定・遺族年金の給付見直し】

○ 旧職域部分の未裁定・遺族年金の給付見直しは、平成27年10月以降に公務員退職者等が死亡した場合に、同時にスタートする「年金払い退職給付」における遺族給付との均衡を図るため、旧職域部分の遺族年金についても、給付の見直しを行うこととしたものである。

○ 「年金払い退職給付」の適用を受ける公務員と、旧職域部分の加入期間を有する公務員及び公務員退職者との世代間の均衡を図る観点から、このような見直しを行うことは不可欠であると考えている。

○ 職域部分の未裁定者に対しては、職域部分の加入期間に応じて支給を行う経過措置を講ずることとしているが、公務外の遺族給付については、新たな制度との均衡を図る観点から、一定の経過措置を講じた上で、給付を見直すこととしている。

○ 意見を踏まえて、政府として再検討した結果のギリギリの案であり、ぜひとも理解いただきたい。

　回答に対し、吉澤事務局長は以下のとおり問い質した。

(1) まず、政府全体として国公関連４法案の成立など、しっかり約束と責任を果たしてほしいと強く指摘しておきたい。

(2) 公務上の労使折半の話は、稲見政務官が「国民の理解」というが、批判的な世論のもと、さらに民間に制度がない。だから折半だというのは納得できない。支給について、公務災害の認定と同要件と聞いているが、負担との関係で当事者に説明できない。改めて労使折半負担の持つ意味合いについて、国民から批判があるからではなく、変えられない原則は批判を浴びても説明する必要があると思う。再度回答を求める。

(3) 遺族年金の見直しについて、修正いただいたことを受け止めるが、職域部分について、現在給付されている人と違いがなぜ出るのか理解できない。経過措置が施されても原理原則として、すでに給付されている人たちと違う必要があるのかという観点で説明がない。現役の公務員の給与諸条件が悪化しており、この仕組みの中でギリギリのところで何を確保するのか、疑問だ。

　これに対し、稲見政務官は以下のとおり回答した。

【公務障害・遺族年金の保険料】

○ 現行、民間は労災の傷害・遺族補償は、厚生年金の１階・２階部分との間で併給調整している。一方、公務では、公務災害補償の傷害・遺族補償は、共済年金の３階部分と併給調整していた。しかし、これが新しく一元化されると公務災害補償との併給調整は、民間と同じく27％程度の併給調整をするということになる。

○ 年金型退職給付が全額公費となれば、公務障害・遺族年金について、併給調整が１・２階部分と新たな３階部分で行う可能性もあり、現状よりも年金の額が下回ってしまう。また、国民の理解ということで、年金型の新制度が創設されないと、全体の水準も下がってしまう。できるだけ現在の年金水準を確保したいということ、退職給付全体の問題を一括して解決するため、臨時国会に法案を提出・成立させていただくため、今日この場に臨んでいる。

【旧職域部分の未裁定・遺族年金の給付見直し】

○ 今すでに現行制度上で退職年金を受けている人もいる。平成27年10月以降に退職年金を受ける人もいる。それが遺族給付に変わった時に、すぐ1/2にしてしまうのは、旧制度で裁定を受けた人も、移行期間で裁定を受けた人も、全く同じ扱いというところが指摘の部分である。

○ 一方で、年金型退職給付についても、新たな制度との均衡を図る観点から、一定の経過措置を講じることとした。

○ 年金型退職給付についても、さまざまな意見があることを承知している。公務の特殊性からすると、死亡または傷害を受けるといった職種もあり、その遺族を補償していく必要もある。ただ、国民の厳しい評価もあるので、折半ということとした。

　さらに、公務労協から以下のとおり意見を述べた。

○ 旧職域部分（未裁定）に関して、当初案から修正されたのは評価したい。しかし、公務上の保険料について、使用者責任は重く、労使折半なのは理解し難い。さらなる検討を。

○ 災害等があっても、公務員は住民がいる限り、職務命令下にあるから、そこから逃げられない。そこが民間とは違う。

　これに対し、稲見政務官は「公務の特殊性から年金という形での新制度を創っていくギリギリの線は、併給の問題もあり、労使折半ということにならざるを得ない。なんとか理解をいただきたい」と述べた。

　最後に、吉澤事務局長は「主に２つの課題を議論してきたが、率直に指摘してきたことも含めて、この退職給付の問題に関わっては、法案、国会審議までを視野において、政府として主体的な対応を求める。いずれにしても、政府の責任において当事者に説明責任を果たすということであり、万全の対応を要請する」と強く訴えた。

これに対し、柚木大臣政務官は「先の通常国会において成立した年金一元化法において、共済年金の職域部分が廃止され、それに代わる新しい年金はどうなるかということについて、現場の皆さんが不安に感じているということを、私も耳にしているところである。本日の交渉の結果を踏まえ、関係法律案については、10月31日に民主党総務部門・財金部門・公務員ＰＴの３部門合同会議で法案審査を行っていただき、了承いただければ、11月２日に閣議決定を行い、国会に提出したいと考えている。臨時国会では、短い会期中にさまざまな重要法案を処理しなければならないが、国対とも緊密に連携を取りながら、『年期払い退職給付』を導入するための関係法案が、この臨時国会で成立するよう、全力を尽くして参りたい」と応え、交渉を終えた。
以上

